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5. 調査表記入要領 
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 - 232 -

Ⅰ．調査目的 

本調査は、将来の架替計画の立案および効率的な維持管理を行う上で必要となる橋梁の供用性を検討す

るための基礎資料を得ることを目的に実施するものである。 

 

Ⅱ．調査対象橋梁 

    ・１９９６年７月１日（H.8）～２００６年６月３０日（H18）までに架替工事に着工した橋梁（現在架替

を行っている橋梁も含む）を対象とする。        

・対象とする橋梁は、一般国道、主要地方道、一般都道府県道で、橋長１５ｍ以上の架替橋梁を対象とす

る。 

    ・対象とする橋梁は、下図に示すように架替に伴い旧橋（上下部工あるいは上部工）を廃橋扱い（撤去お

よび車道として供用しない場合）としたものに限る。 

・分離橋については、１橋として扱うものとする。 

注）分離橋とは、上部工が分離しているものであり、例えば、上下車線や歩車道において分離してい

るものをさす。 

 

（例） 

                       

図－１ 架替の例 
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Ⅲ．調査内容 

      Ⅱ．の調査対象橋について、Ⅴ．の記入要領に基づいて調査を行い、様式－１～３の調査表「架替橋梁

に関する調査表」にまとめる。 

 

Ⅳ．調査機関 

      各地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務局、並びに各都道府県および指定都市 
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Ⅴ．調査表の記入要領 

 

      調査表は下記の様式に従って記入する。 

 

   一 般 国 道  - - - - - - - - - - - - - - - - - -  様 式 － １  

    

主 要 地 方 道  - - - - - - - - - - - - - - - -  様 式 － ２  

    

一 般 都 道 府 県 道  - - - - - - - - - - - -  様 式 － ３  

 

 

 

① 調 査 機 関  

・ 調査機関名：調査を行った機関名を記入する。 

・ 調査機関番号：表－１に示すように各道路管理者に対応する記号を記入する。 

・ 調査表番号：本調査表が何枚目であるかを記入する。 

            ［例］  ３／４ （調査表３枚目／全部で４枚目） 

・ 担当課・係名：本調査表を作成した所属先を出来るだけ詳しく記入する。 

・ 調査報告者氏名：直接この調査にあたった担当者の名前を記入する。また、報告者の連絡先の電話

番号（マイクロがある場合は、マイクロ番号も併せて）記入する。    
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表－１ 調査機関 

     

 

 

記号 調査機関名 記号 調査機関名 記号 調査機関名 記号 調査機関名 

１ 北海道開発局 １９ 富山県 ３７ 大阪府 ５５ 宮崎県 

２ 東北地方整備局 ２０ 石川県 ３８ 兵庫県 ５６ 鹿児島県 

３ 北陸地方整備局 ２１ 茨城県 ３９ 奈良県 ５７ 沖縄県 

４ 関東地方整備局 ２２ 栃木県 ４０ 和歌山県 ５８ 札幌市 

５ 中部地方整備局 ２３ 群馬県 ４１ 鳥取県 ５９ 横浜市 

６ 近畿地方整備局 ２４ 埼玉県 ４２ 島根県 ６０ 川崎市 

７ 中国地方整備局 ２５ 千葉県 ４３ 岡山県 ６１ 名古屋市 

８ 四国地方整備局 ２６ 東京都 ４４ 広島県 ６２ 京都市 

９ 九州地方整備局 ２７ 神奈川県 ４５ 山口県 ６３ 大阪市 

１０ 沖縄総合事務局 ２８ 山梨県 ４６ 徳島県 ６４ 神戸市 

１１ 北海道 ２９ 長野県 ４７ 香川県 ６５ 広島市 

１２ 青森県 ３０ 岐阜県 ４８ 愛媛県 ６６ 北九州市 

１３ 岩手県 ３１ 静岡県 ４９ 高知県 ６７ 福岡市 

１４ 宮城県 ３２ 愛知県 ５０ 福岡県 ６８ 千葉市 

１５ 秋田県 ３３ 三重県 ５１ 佐賀県 ６９ 仙台市 

１６ 山形県 ３４ 福井県 ５２ 長崎県 ７０ さいたま市 

１７ 福島県 ３５ 滋賀県 ５３ 熊本県 ７１ 静岡市 

１８ 新潟県 ３６ 京都府 ５４ 大分県 ７２ 堺市 
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② 橋 梁 諸 元  

路線名、橋梁位置（地名）、橋梁名、交差物件名を記入する。  

例） 路 線 名：○○線  

橋 梁 位 置：○○県○○市 

橋 梁 名：○○橋 

交差物件名：○○川、ＪＲ○○線、一般国道○○号、県道○○線、なし 等 

※特に書式は限定しないものとし、例題に該当しないものは、任意に記入してもよい。 

 

 

 

③ 工 事 内 容  

架替工事に伴う工事内容を表－２、表－３から記号を選び記入する。 

表－２ 工事内容-ａ 

工事内容－ａ 記号 

撤去工事を含む架替工事 １ 

架 設 工 事 の み ２ 

   

表－３ 工事内容-ｂ 

工事内容－ｂ 記号 

 上部工のみ架替え １ 

 上部工架替、下部工の拡幅 ２ 

 上部工、下部工とも架替え ３ 

 

 

 

④ 架 設 年 次  

旧橋の竣工年次を記入する。不明の場合は推定年次を記入する。なお、年次は西暦で記入する。 
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⑤ 橋  種  

旧橋（ａ）と新橋（ｂ）の該当する橋種を表－４から選び記入する。 

（注）混合橋とは、１つの橋梁で「鋼橋とＲＣ橋」あるいは「鋼橋とＰＣ橋」で構成されたものを言う。 

表－４ 橋 種 

橋    種 記 号 

鋼    橋 １ 

Ｒ Ｃ 橋 ２ 

Ｐ Ｃ 橋 ３ 

混 合 橋 ４ 

そ の 他 ５ 
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⑥ 構 造 形 式  

旧橋及び新橋の構造形式を、以下から選び記入する。 

 

・構造形式（上部工） 

構造形式-ａ＝該当する記号を表－５から選び記入する。 

             構造形式-ｂ＝該当する記号を表－６から選び記入する。 

             構造形式-ｃ＝該当する記号を表－７から選び記入する。 

 

       表－５  構造形式-ａ        表－６  構造形式-ｂ          表－７ 構造形式-ｃ 

構造形式－ａ 記号 構造形式－ｂ 記号 構造形式－ｃ 記号

上 路 １ 単 純 桁       １ Ｈ 桁 橋         １ 

中 路 ２ 連 続 桁       ２ Ｈ桁橋  （合成） ２ 

下 路 ３ ゲ ル バ ー 桁 ３ Ｉ 桁 橋         ３ 

その他 ４ ラ ー メ ン 橋 ４ Ｉ桁橋   （合成） ４ 

 

 

そ の 他       ５ 

 

鋼 箱 桁 橋 ５ 

箱桁橋  （合成） ６ 

ト ラ ス         ７ 

ア ー チ         ８ 

床 版 橋         ９ 

Ｔ 桁 橋         １０

斜 張 橋         １１

吊 橋         １２

少 数 主 桁 橋 １３

狭 小 箱 桁 橋 １４

開 断 面 箱 桁 橋 １５

Ｐ Ｃ 箱 桁 橋 １６

エクストラドーズド橋 １７

波形ウエブＰＣ橋 １８

（注）２つ以上の橋梁形式からなる場合は、最大支間の橋梁に該

当する記号を記入する。 

そ の 他         １９
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・床版形式 

床版形式-ｄ＝該当する記号を表－８から選び記入する。 

 

表－８ 床版形式-ｄ 

床版形式-ｄ 記号 

鉄筋コンクリート床版 １ 

鋼 床 版 ２ 

現場打 ３ 
Ｐ Ｃ 床 版 

プレキャスト ４ 

グ レ ー チ ン グ 床 版 ５ 

合 成 床 版 ６ 

T桁 ７ 

RC ８ コンクリート橋 

PC ９ 

そ の 他 １０ 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）PC床版は現場打ちと場所打ちで分類してくだ

さい。 

（注２）コンクリート橋のT桁、RC、PC桁に分類して

ください。 

  なお、PCT桁などはT桁として扱い、T桁以外（箱

桁、中空床版桁等）をPC若しくはRCとしてくだ

さい。 
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・躯体（下部工） 

躯体材質-ｅ＝該当する記号を表－９から選び記入する。 

躯体形式-ｆ＝該当する記号を表－１０から選び記入する。 

 

表－９ 躯体材質-ｅ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１０ 躯体形式-ｆ 

躯体形式－ｆ 記号

重 力 式         １ 

逆 Ｔ 式         ２ 

控 え 壁 式         ３ 

柱 式         ４ 

ラ ー メ ン 式         ５ 

パ イ ル ベ ン ト 式 ６ 

壁 式 ７ 

箱 式 ８ 

２ 柱 式 ９ 

盛 り こ ぼ し 式 １０

そ の 他         １１

 

 

（注）躯体型式について種類が異なる場合は、当該橋梁の中で最も多い種別の形式の記号を記入

する。なお、異なる種類が同数の場合は規模の大きい方とする。 

躯体材質－e 記号

鉄筋コンクリート １ 

鋼      製 ２ 

複      合 ３ 

そ   の   他 ４ 

（注）複合とは、橋脚等で軸方向鉄筋の変わりに鋼

管やH形鋼を使用するコンクリート製の構造と

する。 
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・基礎 

基礎形式-ｇ＝該当する記号を表－１１から選び記入する。 

 

表－１１ 基礎形式-ｇ 

基礎形式－ｇ 記号

直 接 基 礎           １ 

木 杭 ２ 

Ｒ Ｃ 杭 ３ 

Ｐ Ｃ 杭 ４ 

Ｐ Ｈ Ｃ 杭 ５ 

鋼 管 杭 ６ 

オ ー プ ン ケ ー ソ ン ７ 

ニューマチックケーソン ８ 

鋼 管 矢 板 基 礎           ９ 

合 成 鋼 管 杭 １０

深 礎 杭 １１

そ の 他 １２

 

（注）基礎形式について種類が異なる場合は、当該橋梁の中で最も多い種別の形式の記号を記入

する。なお、異なる種類が同数の場合は規模の大きい方とする。 
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⑦ 適 用 示 方 書  

旧橋の設計に用いた示方書の制定年に該当する記号を表－１２から選び記入する。 

なお、記入にあたり、適用示方書が不明の場合においては、架設年次により推定の上記入する。この時、

橋種により適用示方書が異なることに注意すること。 

例えば、昭和１８年架設の橋梁が鋼橋であれば「５」、コンクリート橋であれば「４」と記入する。 

 

表－１２ 適用示方書 

適 用 示 方 書 記号 適 用 示 方 書 記号 

明治１９年  道 築 標 １ 昭和４８年  道 示 １０ 

大正 ８年  道 構 令 ２ 昭和５３年  コンクリート示 １１ 

大正１５年  道 構 細 案 ３ 昭和５５年  道 示 １２ 

昭和１１年  コンクリート示 ４ 平成 ２年  道 示 １３ 

昭和１４年  鋼 道 示 ５ 平成  ６年  道 示 １４ 

昭和２４年  コンクリート示 ６ 平成  ８年  道 示 １５ 

昭和３１年  鋼 道 示 ７ 平成１４年  道 示 １６ 

昭和３９年  構 道 示 ８ そ の 他 １７ 

昭和４２年  コンクリート示 ９   
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⑧ 等  級  

旧橋の該当する等級を表－１３から選び、記号を記入する。 

ただし、大正８年の設計示方書については、１等橋は街路橋、２等級は国道橋、３等級は府県道橋とす

る。等級が不明の場合は、架設位置・路線等を考慮し推定の上、記入するものとする。 

 

表－１３ 等級 

等 級 記 号 

 １ 等 橋 １ 

 ２ 等 橋 ２ 

 ３ 等 橋 ３ 

 Ｂ 活荷重対応 ４ 

 Ａ 活荷重対応 ５ 
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⑨ 交  通  量  

 

架替当時（新橋へ交通を切換え時）の全方向の２４時間の交通量を表－１４から選んで記入する。 

また、１２時間観測データを利用する場合は、昼夜率を参考に求めるものとする。 

 

表－１４ 交通量 

交 通 量 記号 

5,000 台以下 １ 

5,001 台～ 10,000 台 ２ 

10,001 台～ 20,000 台 ３ 

20,001 台～ 30,000 台 ４ 

30,001 台～ 40,000 台 ５ 

40,001 台～ 50,000 台 ６ 

50,001 台～ 60,000 台 ７ 

60,001 台～ 70,000 台 ８ 

70,001 台以上 ９ 

不  明 １０ 

 

（注）調査データは架替当時の交通センサス結果を原則とし、観測地点は同一路線のうち橋梁架

設位置と交通量が大きく変化しないと考えられる地点とする。 

 

（台/全方向） 
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⑩ 大 型 車 交 通 量  

 

架替当時（新橋へ交通を切替え時）の全方向の２４時間の大型交通量を、交通センサス結果を基に表－

１５から選んで記入する。 

なお、観測地点の考え方は⑨交通量に同じとする。また、１２時間観測データを利用する場合は、昼夜

率を参考にして求めるものとする。 

 

表－１５ 大型車交通量 

大型車交通量 記号 

1,000台以下 １ 

1,001 台～ 2,000 台 ２ 

2,001 台～ 3,000 台 ３ 

3,001 台～ 4,000 台 ４ 

4,001 台～ 5,000 台 ５ 

5,001 台～ 7,000 台 ６ 

7,001 台～ 10,000 台 ７ 

10,001 台～ 15,000 台 ８ 

15,001 台～ 20,000 台 ９ 

20,001 台以上 １０ 

      不  明 １１ 

 

（台/全方向） 
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⑪ 車 線 数  

架替前の車線数を表－１６から選んで記入する。  

 

表－１６ 車線数 

車線数 記号 車線数 記号 

１方向１車線 １ ２方向４車線 ７ 

１方向２車線 ２ ２方向５車線 ８ 

２方向２車線 ３ ２方向６車線 ９ 

１方向３車線 ４ ２方向７車線 １０ 

２方向３車線 ５ ８車線以上 １１ 

１方向４車線 ６ 不明 １２ 

 

 

 

 

⑫ 架 替 年 月  

該当する橋梁の架替工事開始年月を記入する。 

［対象 １９９６年７月１日（H.8）～２００６年６月３０日（H18）］ 

 

 注）架替工事開始年月は 

・全橋同一時期に着工したものはその工事開始年月。 

・段階施工を行った場合には当初の工事開始年月を記入する。 
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⑬ 架 替 理 由  

架替工事を行うに至った理由を表－１７－１、２、３から選び記入する。 

なお、該当する理由が複数ある場合は、主たる理由から順に１，２，３欄に記入する。 

尚 、 震 災 復 旧 の 場 合 に は 「 ３ ９ 」 の み 記 入 す れ ば よ い 。  

                               

表－１７－１ 

架  替  理  由 損傷、負傷の要因 記号 

塩害による １ 

経年劣化による ２ 

上記以外の外的要因による(※1) ３ 

鋼材の腐食 

その他 ４ 

凍害による ５ 

中性化による ６ 

アルカリ骨材反応による ７ 

塩害による ８ 

耐荷力不足 ９ 

コンクリート桁の亀裂・剥離 

その他 １０ 

外的要因による劣化(※2) １１ 

耐荷力不足 １２ 

床版の破損 

その他 １３ 

支承の破損・劣化 １４ 

疲労による １５ 

耐荷力不足による １６ 

自動車荷重に伴う鋼部材の亀裂・破断

その他 １７ 

損傷による

欠陥 

上 

 

部 

 

構 

 

造 

その他 １８ 
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表－１７－２ 

橋台・橋脚の変位 １９ 

凍害による ２０ 

中性化による ２１ 

アルカリ骨材反応による ２２ 

塩害による ２３ 

橋台・橋脚の亀裂 

その他 ２４ 

基礎工の洗掘等 ２５ 

損傷による

欠陥 

下 
 
部 
 
構 
 
造 

その他 ２６ 

注意事項 

※1）塩害や経年劣化以外の要因による腐食。例えば、橋面から漏水等。 

※2）凍害、中性化、塩害等の耐荷力不足以外の要因で床版が損傷する全てのケースに該当する。 

※損傷要因が不明の場合はその他に該当する。 

 

表－１７－３ 

架   替   理   由 記号 

耐荷力不足 設計荷重不足 ２７ 

兵庫県南部地震復旧仕様以前に対する耐震不良（震前） ２８ 

Ｈ８道示に対する耐震不良 ２９ 

Ｈ14道示に対する耐震不良 ３０ 
耐震対策 

その他 ３１ 

幅員狭小（すれ違い困難） ３２ 

交通混雑 ３３ 

支間不足 ３４ 
機能上の問題 

桁下空間不足 ３５ 

道路線形改良 ３６ 

河川改修 ３７ 改 良 工 事 

都市計画 ３８ 

地震災害による架替 ３９ 

災害（地震以外）による架替 ４０ 

その他 ４１ 
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⑭ 立 地 条 件  

 

・立地条件-ａ 

架替橋梁の立地条件を表－１８から選んで記入する。 

 

表－１８ 立地条件-ａ 

     立 地 条 件－ａ 記号

市 街 部 １ 

郊 外 の 平 地 ２ 

山 間 部 ３ 

海岸部（海岸線より300m以内） ４ 

そ の 他 ５ 

 

 

 

・立地条件-ｂ 

⑬架替理由の回答の中に「上部構造の損傷（１～４）」が含まれる場合で、架替橋梁の立地条件が、

表－１９に示す地域の場合には、表－１９の該当する記号を記入する。          

 

表－１９ 立地条件-ｂ 

立地条件－ｂ 記 号 

日本海沿岸部Ⅰ１）の海岸線から20ｋｍ未満の地域 １ 

日本海沿岸部Ⅱ２）の海岸線から５ｋｍ未満の地域 ２ 

太平洋沿岸部３）の海岸線から２ｋｍ未満の地域 ３ 

瀬戸内海沿岸部４）の海岸線から１ｋｍ未満の地域 ４ 

沖 縄 県 全 域           ５ 

 

注  １）北海道稚内市から福井県までの日本海に面した地域 
２）京都府から長崎県平戸市までの日本海に面した地域 
３）日本海、瀬戸内海、沖縄、離島を除く地域全域 
４）兵庫県神戸市から山口県光市までの瀬戸内海に面した地域 

香川県鳴門市から愛媛県長浜市までの瀬戸内海に面した地域 

 

なお、図－２に表－１９の地域区分を図示する。 
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図－２ 地域区分（Ｈ14道示Ⅱより） 
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・立地条件-ｃ 

⑬架替理由の回答の中に「上部構造、下部構造の損傷（５～２６）」が含まれる場合で、架替橋梁の立

地条件が、表－２０に示す地域の場合には、表－２０の該当する記号を記入する。 

 

表－２０ 立地条件-ｃ 

立地条件－ｃ 

塩害対策区分 地域区分 地  域 海岸線からの距離 

記 

号

Ａ 沖縄県 １

Ｂ 図-5.2.1及び表-5.2.3に示す地域 

海上部、海岸線から100mまで 

２S 

Ｃ Ａ，Ｂ地域以外の地域 海上部、海岸線から20mまで ３

Ａ 沖縄県 ４

Ｂ 図-5.2.1及び表-5.2.3に示す地域 

海上部、海岸線から100mを超えて300mまで

５Ⅰ 

Ｃ Ａ，Ｂ地域以外の地域 海上部、海岸線から20mを超えて50mまで ６

Ａ 沖縄県 海上部、海岸線から300mを超える範囲 ７

Ｂ 図-5.2.1及び表-5.2.3に示す地域 海上部、海岸線から300mを超えて500mまで ８Ⅱ 

C Ａ，Ｂ地域以外の地域 海上部、海岸線から50mを超えて100mまで ９

Ｂ 図-5.2.1及び表-5.2.3に示す地域 海上部、海岸線から500mを超えて700mまで １０
Ⅲ 

Ｃ Ａ，Ｂ地域以外の地域 海上部、海岸線から100mを超えて200mまで １１

         

 注） 地域区分Ｂとする地域 

 

北海道の内、宗谷支庁の礼文町・利尻富士町・利尻町・稚内市・猿払村・豊富町、留萌支庁、石

狩支庁、後志支庁、檜山支庁、渡島支庁の松前町。 

青森県の内、蟹田町、今別長、平館村、三厩村（東津軽郡）、北津軽郡、西津軽郡、大間町、佐

井村、脇野沢村（下北郡）。 

秋田県、山形県、新潟県、富山県、石川県、福井県 

            なお、図－３に表－２０の地域区分を図示する。 
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図－３ 地域区分（Ｈ１４道示Ⅲより） 
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・立地条件-ｄ 

対 象 橋 梁 の 位 置 す る 路 線 に お い て の 、凍 結 防 止 剤 の 散 布 の 有 無 に つ い て

表 － ２ １ か ら 選 ん で 記 入 す る 。  

 

表 － ２ １  立 地 条 件 -ｄ  

立 地 条 件 － ｄ  記 号  

冬 季 期 間 に お い て 凍 結 防 止 剤 を 散 布 し て い る  １  

〃     非 塩 素 系 の 凍 結 防 止 剤 を 散 布 し て い る 。 １ ）  ２  

凍 結 防 止 剤 は 使 用 し て い な い 。  ３  

 

注  １ ） 一 般 的 な 凍 結 防 止 剤 は 塩 化 ナ ト リ ウ ム 等 の 塩 素 系 の も の が 使 用 さ れ

て い る が 、 塩 素 系 以 外 の 凍 結 防 止 剤 を 使 用 し て い る 場 合 に 該 当 す る 。  

 

 

 

・立地条件-ｅ 

架替橋梁の交差条件を表－２２から選んで記入する。 

 

   表 ― ２ ２  立 地 条 件 -ｅ  

 

立 地 条 件 － ｅ  

（ 交 差 条 件 ）  

記 号  

渡 河 橋  １  

高 架 橋  ２  

跨 道 橋  ３  

跨 線 橋  ４  

そ の 他  ５  

 

注 ） 交 差 物 件 が 複 数 あ る 場 合 は 、 交 差 し て い る 箇 所 の 総 延 長 の 長 い 物 件 の

記 号 を 記 入 す る 。  
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⑮橋 長 

該当する橋梁の架替前、架替後の橋長をｍ単位で記入する。 

 

 

 

⑯幅 員 

該当する橋梁の架替前、架替後の幅員を小数第二位で四捨五入して記入する。（○．○ｍ） 

（注）分離橋の場合は、上下線の合計を記入する。 

 

 

 

 

 

例－１             例－２ 

総幅員 車道幅員  総幅員 車道幅員 

12.0 8.0  7.0 7.0 

 

 

 

 

⑰工事費 

（諸経費を含む） 

架替工事に伴う工事費を10万円の位を四捨五入して百万円単位で記入する。 

ここで、総工事費とは、旧橋の撤去を含むものとする。 

（但し、取付道路の工事費は含まないものとする。） 

なお、旧橋の撤去を伴う場合は、その撤去費を所定の欄に記入する。 

 

注 ） 総 工 事 費 ＝ 撤 去 費 用 +新 設 費 用 +仮 設 費 用  

 

１２．０

８．０
７．０

（歩道） （車道） （車道） 



 

 - 255 -

⑱変状内容（架替前の状況）  

⑬架替理由（第１～３理由）が「損傷による欠陥（１～２６）」「耐震対策（２８～３１）」の場合に

おいては、架替前の変状内容について表－２３を参照して該当する項目のみ記号を記入する。 

（注）不明の場合は「０」を記入する 

 

例）架替理由が「コンクリート桁の亀裂・剥離」の場合、 表－２３の「コンクリート橋主桁」の変状

内容のみを記入すればよい。                      

 

表－２３（１）変状内容（その１） 

Ⅰ 

変状状況 

１； 一方向ひび割れが見られた。 

２； 格子状ひび割れがあり 漏水なども発生した。 

３； 格子状ひび割れが目立ち 連続的な角落ちが生じた。 

Ｒ 

Ｃ 

床 

版 
Ⅱ 

変状位置 

１； 部分的（桁端等） 

２； 車道部分前面 

Ⅰ 

変状状況 

１； 図４①のようなひび割れが発生していた。 

２； 図４②のようなひび割れが発生していた。         

３； 図４③のようなひび割れが見られた。 

４； 図４④のようなひび割れが見られた。 

 

 

コ 

ン 

ク 

リ 

｜ 

ト 

橋 

主 

桁 

Ⅱ 

変状位置 

１； 外桁の桁端（支承付近） 

２； 外桁の桁中央 

３； 中桁の桁端（支承付近） 

４； 中桁の桁中央 

                       

図４ 
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表－２３（２） 変状内容（その２） 

鋼 橋 

（主桁 床組） 

１； 広い範囲に錆が発生していた 

２； 支承、伸縮継手付近など、部分的に断面欠損が見られた。  

支 承 

１；腐食 

２；沓座コンクリートの破損 

３；アンカーボルトの欠損 

４；異常移動、ピン又はローラーの逸脱 

５；その他 

Ａ 

橋台・橋脚 

の水平変位 

１；５０ｍｍ以内 

２；５１～１００ｍｍ 

３；１０１ｍｍ以上 

Ｂ 

ひび割れ 

剥 離 

１；部分的にひび割れが見られた 

２；広範囲にひび割れが見られた 

３；広範囲にひび割れが見られ、一部分が剥離が生じていた 
下 部 工 

Ｃ 

洗 掘 

１；フーチング天端まで 

２；フーチング中央まで 

３；フーチング下端まで 

４；フーチング下端以下 

下部工の 

耐 震 性 

１；液状化  

２；土の支持力不足（軟弱地盤等） 

３；橋脚躯体の強度不足 

４；基礎杭の支持力不足（ケーソンを含む） 

５；基礎及び下部工の構造上の欠陥 

 


